
令和4年度実施計画

（単位：千円）

電話番号

メールアドレス

Ａ

Ｂ’ Ｂ’’ Ｂ’’’ Ｂ’’’’

経済対策との関係
交付対象経

費

国のR3予算
分（交付限
度額①、
②、③、
④）

国のR4予算
分（交付限
度額⑤）

国のR4予算
分（交付限
度額⑥）

国のR4予算
分（交付限
度額⑦）

国庫補助額

その他
（一般財源
や補助対象
外経費等）

合計  981,293  899,905  423,304  293,091  183,510  -  27,174 54,214 

1 R3 単 －
テレワーク
環境管理運
営事業

通常交付金 ○

③-Ⅲ-２．地方を活
性化し、世界とつな
がる「デジタル田園
都市国家構想」

○ － 10,544 10,544 10,544 

①新型コロナウイルス感染症対策として、職員の在宅勤務を可
能とするため、テレワーク環境を整備する。
②テレワーク環境整備に係る費用（通信運搬費、使用料及び賃
借料）
③通信運搬費（回線使用料、通信費）：8,612千円、使用料及び
賃借料（各種ライセンス）：1,932千円
④南相馬市役所（市職員）

－ － － － R4.4 R5.3
テレワーク用モバイル機器100台
分の稼働環境（通信費等）を確保

市ＨＰ等 R4当初（地）

2 R3 単 －
テレビ会議
システム管
理運営事業

通常交付金 ○

③-Ⅲ-２．地方を活
性化し、世界とつな
がる「デジタル田園
都市国家構想」

○ － 3,434 3,434 3,434 

①新型コロナウイルス感染症対策として、テレビ会議システムを
導入し（本庁、各区役所）、3密回避を行うことにより、新しい生活
様式を推進する。
②テレビ会議システムに係る管理費用（通信運搬費、使用料及
び賃借料）
③通信運搬費（光回線、プロバイダ、Ｗｉ－Ｆｉ使用料）：398千円、
使用料及び賃借料（テレビ会議システム借上げ）：3,036千円
④南相馬市役所（本庁、小高区役所、鹿島区役所）

－ － － － R4.4 R5.3
本庁、各区役所間をつなぐテレビ
会議システムを8台分確保

市ＨＰ等 R4当初（地）

3

4 R3 単 －
ＰＣＲ検査
事業

通常交付金 ○

③-Ⅰ-２．ワクチン接
種の促進、検査の環
境整備、治療薬の確

保

○ － 22,431 22,431 22,431 

①新型コロナウイルス感染拡大を防ぐため、希望する市民等に
対しPCR検査を実施する。
②PCR検査に要する費用（旅費、需用費（消耗品費、印刷製本
費）、通信運搬費、委託料）
③旅費（検体搬送）：11千円、消耗品費（マスク、フェイスシールド
等）：120千円、印刷製本費（封筒印刷）：88千円、通信運搬費
（郵送料）：168千円、委託料（PCR検査業務委託）：22,044千円
④行政検査の対象とならないPCR検査を希望するもののうち、
市が検査を必要と認めるもの

－ － － － R4.4 R5.3 ＰＣＲ検査件数2,000件 市ＨＰ等 R4当初（地）

5 R3 単 －

新型コロナＰ
ＣＲ検査セン
ター開設事
業

通常交付金 ○

③-Ⅰ-２．ワクチン接
種の促進、検査の環
境整備、治療薬の確

保

○ － 44,431 44,431 44,431 

①新型コロナウイルス感染症の感染者の早期発見と市民の不
安解消を図るため、症状のない方がPCR検査を受けることがで
きるPCRセンターを開設する。
②PCR検査センターの設置及び運営経費
③人件費（会計年度任用職員：5人）：18,765千円（5人×12月）、
消耗品費：500千円、光熱水費：240千円（10千円×12月×2
棟）、通信運搬費：982千円（携帯使用料：10千円×12月×2台、
検体郵送料：2,930円×253日）、委託料（検査委託料：20,190千
円、施設警備委託料：720千円）、使用料及び賃借料：3,034千円
（プレハブレンタル料：2,842千円、Wi-Fiルーター使用料：192千
円）
④発熱等の症状のない方

－ － － － R4.4 R5.3
ＰＣＲ検査体制の確保（1日最大
300件）

市ＨＰ等 R4当初（地）

6 R3 単 －
消費喚起応
援事業（当
初予算分）

通常交付金 ○
③-Ⅰ-４．事業者へ

の支援
○ － 130,000 130,000 130,000 

①新型コロナウイルス感染症の影響により落ち込んだ市内経済
を回復させるため、市民の消費意欲の喚起に向けた事業を行う
実行委員会に対し、補助金を交付する。
②消費喚起応援事業実施に係る経費（商品券、賞品代、事業執
行に係る需用費、役務費、委託費、使用料及び賃借料等）
③補助金：130,000千円×1団体
④南相馬市消費喚起応援事業実行委員会

－ － － － R4.4 R5.3 補助金交付件数1件 市ＨＰ等 R4当初（地）

7 R3 単 －

北泉海浜総
合公園内
キャンプ場
等モデル事
業

通常交付金 ○

③-Ⅲ-２．地方を活
性化し、世界とつな
がる「デジタル田園
都市国家構想」

○ － 6,006 6,006 6,006 

①新型コロナウイルス感染症の収束を見据え、地域の多様な資
源の活用した観光コンテンツの可能性を検討するとともに、地域
の魅力向上につなげるため、北泉海浜総合公園内に臨時キャ
ンプ場及びドッグランを設置する。
②キャンプ場及びドッグラン設置に要する費用（委託料、消耗品
費、旅費、謝礼）
③委託料（管理清掃委託）：5,466千円、消耗品費：30千円、旅
費：160千円、謝礼：350千円
④北泉海浜総合公園

－ － － － R4.4 R5.3 臨時キャンプ場の設置1箇所 市ＨＰ等 R4当初（地）

8 R3 単 －

小中学校管
理運営（新
型コロナウ
イルス感染
症対策）

通常交付金 ○
③-Ⅰ-３．感染防止

策の徹底
○ － 812 812 812 

①新型コロナウイルス感染症の影響に伴う小中学校の臨時休
校、自由登校に伴い、保護者との連絡体制の強化を図るため、
各学校に携帯電話を導入する。
②携帯電話導入に係る費用（通信運搬費、手数料）
③通信運搬費（18校×2台）：810千円、手数料：165円×12か月
④市内小学校：12校、中学校：6校

－ － － － R4.4 R5.3
小中学校における集団感染発生0
件

市ＨＰ等 R4当初（地）

9 R3 単 －
ＩＣＴ教育推
進事業（ＧＩＧ
Ａスクール）

通常交付金 ○

③-Ⅲ-２．地方を活
性化し、世界とつな
がる「デジタル田園
都市国家構想」

○ － 50,482 50,482 50,482 

①新型コロナウイルス感染症の影響に伴う学校の臨時休業等
の期間も切れ目ない学習環境を提供するため、ICTを活用した
オンラインによる家庭学習に必要な環境を整備する費用に対
し、支援金を交付する。また、ICT機器を活用した授業の質向上
に向け、ICT支援員を配置する。
②補助金交付に係る費用
③委託料（ICT利活用支援業務委託）：49,065千円、補助金：通
信環境整備支援金1,370千円、通信運搬費（郵送代）：23千円、
手数料（払込、組戻手数料）：24千円
④児童生徒のいる世帯

－ － － － R4.4 R5.3
①新規整備世帯137世帯へ給付
②ICT支援員の配置9人

市ＨＰ等 R4当初（地）

10 R3 単 －

修学旅行
キャンセル
料等支援事
業

通常交付金 ○
③-Ⅰ-５．生活・暮ら
しへの支援

○ － 1,170 1,170 1,170 

①新型コロナウイルス感染症の影響による修学旅行の中止や
行程変更等に伴い発生する追加的費用について、保護者の負
担軽減を図るため、市が負担する。
②キャンセル等に伴い発生する追加的費用（補償金）
③補償金：1170千円（支援見込単価12,180円）
④旅行代理店又は対象生徒（中学校3年生）のいる世帯

－ － － － R4.4 R5.3
対象者、中学3年生の生徒394人
に対して補助

市ＨＰ等 R4当初（地）

11 R3 単 －
感染症予防
事業（当初
予算分）

通常交付金 ○
③-Ⅰ-３．感染防止

策の徹底
○ － 10,976 10,976 10,976 

①新型コロナウイルス感染症の感染拡大を防止するため、緊急
に必要となる感染症対策を実施する。
②感染症対策に係る費用（消耗品費、時間外勤務手当、通信運
搬費、使用料及び賃借料）
③消耗品費（消毒用アルコール、ペーパータオル、マスク、ビ
ニール手袋、衝立、体温計、その他感染対策消耗品費）：6,018
千円、時間外勤務手当等：1,445千円、通信運搬費（携帯電話使
用料（19台分））：835千円、使用料及び賃借料（加湿器）：2,678
千円
④市内公共施設

－ － － － R4.4 R5.3
市内公共施設での集団感染発生0
件

市ＨＰ等 R4当初（地）

12 R3 単 －

防災備蓄倉
庫管理運
営・備蓄物
資配備事業

通常交付金 ○
③-Ⅰ-３．感染防止

策の徹底
○ － 6,154 6,154 6,154 

①避難所での新型コロナウイルス感染症の感染拡大を防止す
るため、新型コロナウイルス感染症対策に必要な資機材を整備
する。
②避難所における感染症対策に係る経費（使用料及び賃借料）
③使用料及び賃借料（スタンドファン（換気機能付き）50台、ス
ポットエアコン（換気機能付き）17台、資機材保管倉庫賃借料）：
6,154千円
④市内避難所：10か所
※その他の財源：福島県物価高騰対応生活困窮世帯緊急補助
事業補助金

－ － － － R4.4 R5.3 避難所での集団感染発生0件 市ＨＰ等 R4当初（地）

移替先

通常分　交付限度額①
（令和3年度本省繰越分）（国のR3予算）

通常分　交付限度額②
（令和4年1～3月補助裏分）（国のR3予算）

-                                                                                  

地方単独事業費 -                                                                                  

通常分
既配分額（国のR４予算・交付限度額⑦）

-                                                                           

重点交付金分　配分予定額計
（国のR4予算・交付限度額⑥）

161,738                                                                   

配分予定額計 611,180                                                                   

2,382                                                                             

-                                                                           

259,132                                                                   

420,922                                                                          

通常分　配分予定額計
（国のR4予算・交付限度額⑤）

190,310                                                                   

国のR4予算分(R4.9.20)（交付限度額⑥）

地方単独事業費

国庫補助事業費 5,010                                                                             

252,587                                                                   

6,545                                                                      

★★★★★令和４年度　新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金実施計画

0244-24-5225 180,012                                                                                                                            

zaisei@city.minamisoma.lg.jp

通常分
既配分額（国のR3予算・交付限度額①、②、③、④）

重点交付金分
既配分額（国のR4予算・交付限度額⑥）

178,500                                                                          

-                                                                                  

183,510                                                                          

国庫補助事業費

通常分　今回配分予定額
（国のR4予算・交付限度額⑦）

通常分　配分予定額計
（国のR3予算・交付限度額①、②、③、④）

通常分　交付限度額⑤
（令和4年4月28日通知）（国のR4予算）

重点交付金分　交付限度額⑥
（令和4年9月20日通知）（国のR4予算）

通常分　交付限度額⑦
（令和4年12月補助裏分）（国のR4予算）

161,738                                                                                                                            

通常分
既配分額（国のR4予算・交付限度額⑤）

611,180                                                                                                                            

通常分　配分予定額計
（国のR4予算・交付限度額⑦）

6,545                                                                                                                               

通常分　今回配分予定額
（国のR3予算・交付限度額①、②、③、④）

259,132                                                                                                                            

9,139                                                                                                                               

190,310                                                                                                                            

成果目標（可能な限り定量的指
標を設定）

地域住民への周知方法（HP,広報
紙など）

参考資料

備考①
（地方単独事業に関
連している国庫補助
事業がある場合、そ
の国庫補助事業名と
所管省庁名）

63,436                                                                                                                              

190,310                                                                   

通常分　今回配分予定額
（国のR4予算・交付限度額⑤）

-                                                                           293,091                                                                          

293,091                                                                          

-                                                                                  

 本省繰越希望額
（R4補正予算により措置された補助裏分（法定率事業に限る）交付限度額⑦に係る希望額）

交付限度額計

-                                                                           

個人を対象
とした給付
金等

事業
終期

事業
始期

予算区分

備考②
（事業の終期が令和
５年３月を超えるこ
とが見込まれる場
合、その事情）

基金
特定事業者
等支援

事業の概要(①②③④を必ずそれぞれの項目毎に明記)
①目的・効果
②交付金を充当する経費内容
③積算根拠（対象数、単価等）
④事業の対象（交付対象者、対象施設等）

福島県

南相馬市

07212

総務部財政課

羽山勇作

都道府県名

地方公共団体名

都道府県・市町村コード（５桁）

担当部局課名

担当者氏名

Ｎｏ

国
の
予
算
年
度

対象外経
費に臨時
交付金を
充当して
いない

交付対象経費

-                                                                           

総務省

国のR4予算分(R4.4.28)（交付限度額⑤）

地方単独事業費

国庫補助事業費

交付金の区
分

種類

国のR4予算分（交付限度額⑦）

補
助
・
単
独

所
管

交付対象事
業の名称

コロナ禍
において
原油価
格・物価
高騰等に
直面する
生活者や
事業者に
対する支
援

コロナ感染
症への対応
として必要
な事業

重点交付金分　今回配分予定額
（国のR4予算・交付限度額⑥）

Ｂ
協力要請推
進枠又は検
査促進枠の
地方負担分
に充当

⑨を選択した場合、より効果がある
と考える理由

総事業費

Ｃ Ｄ

小計　通常分　交付限度額①＋②＋③＋④
（国のR3予算）

通常分　交付限度額③
（令和4年４月以降補助裏分）（国のR3予算）

通常分　交付限度額④
（令和4年4月28日通知）（国のR3予算）

国のR3予算分（交付限度額①、②、③、④）

地方単独事業費

国庫補助事業費

423,304                                                                          

 本省繰越希望額
（R4予備費により措置された重点交付金分交付限度額⑥に係る希望額）

-                                                                                                                                     

-                                                                                                                                     

161,738                                                                   

 本省繰越希望額
（R4予備費により措置された通常交付金分交付限度額⑤に係る希望額）

-                                                                                                                                     

mailto:zaisei@city.minamisoma.lg.jp


令和4年度実施計画Ａ
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経済対策との関係
交付対象経

費

国のR3予算
分（交付限
度額①、
②、③、
④）

国のR4予算
分（交付限
度額⑤）

国のR4予算
分（交付限
度額⑥）

国のR4予算
分（交付限
度額⑦）

国庫補助額

その他
（一般財源
や補助対象
外経費等）

成果目標（可能な限り定量的指
標を設定）

地域住民への周知方法（HP,広報
紙など）

参考資料

備考①
（地方単独事業に関
連している国庫補助
事業がある場合、そ
の国庫補助事業名と
所管省庁名）

個人を対象
とした給付
金等

事業
終期

事業
始期

予算区分

備考②
（事業の終期が令和
５年３月を超えるこ
とが見込まれる場
合、その事情）

基金
特定事業者
等支援

事業の概要(①②③④を必ずそれぞれの項目毎に明記)
①目的・効果
②交付金を充当する経費内容
③積算根拠（対象数、単価等）
④事業の対象（交付対象者、対象施設等）

Ｎｏ

国
の
予
算
年
度

対象外経
費に臨時
交付金を
充当して
いない

交付金の区
分

種類

補
助
・
単
独

所
管

交付対象事
業の名称

コロナ禍
において
原油価
格・物価
高騰等に
直面する
生活者や
事業者に
対する支
援

コロナ感染
症への対応
として必要
な事業

Ｂ
協力要請推
進枠又は検
査促進枠の
地方負担分
に充当

⑨を選択した場合、より効果がある
と考える理由

総事業費

Ｃ Ｄ

13 R3 単 ○

物価高騰対
応生活困窮
世帯緊急支
援事業

通常交付金 ○

④-Ⅳ．コロナ禍にお
いて物価高騰等に直
面する生活困窮者等

への支援

○ － 62,956 43,879 43,879 19,077 

①コロナ禍において原油価格や物価高騰等に直面する生活困
窮世帯の家計への負担軽減を図るため、支援金を給付する。
②支援金支給に係る費用（支援金、時間外勤務手当、消耗品
費、印刷製本費、通信運搬費、手数料、委託料）
③支援金：10千円×5,400世帯、時間外勤務手当：853千円、消
耗品費：300千円、印刷製本費：146千円、通信運搬費：1,682千
円、手数料：3,975千円、委託料（事務作業等委託）：2,000千円
④個人住民税非課税世帯等
（その他財源）福島県物価高騰対応生活困窮世帯緊急補助事
業補助金：19,077千円

－ － ○ － R4.8 R5.3 支援金給付件数：5,400件 市ＨＰ等 R4補正（地）

14

15 R3 単 －
敬老記念品
等支給事業

通常交付金 ○
③-Ⅱ-１．安全・安心
を確保した社会経済
活動の再開

○ － 46,478 46,478 46,478 

①新型コロナウイルス感染症の影響により、地域における敬老
会の開催が困難なことから、敬老の意を伝えるとともに、地域内
消費を喚起し、地域経済の活性化を図るため、高齢者に商品券
及び記念品を贈呈する。
②75歳以上の高齢者への商品券及び記念品贈呈に係る経費
③記念品：12,540千円（1.1千円×11,400人）、消耗品費（事務用
消耗品）：50千円、通信運搬費：63千円、委託料（事務作業委託
（記念品（商品券）2千円×11,100人分含む））：33,825千円
④令和4年度中に75歳以上となるもの

－ － － － R4.9 R5.3 記念品配布件数：11,400件 市ＨＰ等 R4補正（地）

16 R3 単 －
感染症予防
事業（予備
費分）

通常交付金 ○
③-Ⅰ-３．感染防止

策の徹底
○ － 11,125 11,125 11,125 

①新型コロナウイルス感染症の感染拡大を防止するため、緊急
に必要となる感染症対策を実施する。
②感染症対策に係る費用（備品購入費、消耗品費）
③備品購入費（イオン発生機器）：1,848千円×2か所、2,745千円
×1か所、3,575千円×1か所、消耗品費（抗原検査検査キット）：
1,109千円
④市内公共施設

－ － － － R4.7 R5.3 設置施設数：4か所 市ＨＰ等 R4予備費（地）

17 R4 単 ○

給食費支援
事業（幼稚
園、保育園、
認定こども
園）

通常交付金 ○

④-Ⅳ．コロナ禍にお
いて物価高騰等に直
面する生活困窮者等

への支援

○ － 48,923 48,923 48,923 

①コロナ禍において物価高騰の影響を受けている子育て世帯の
負担軽減を図るため、給食費を減免する。
②給食費の減免に係る費用（教職員は除く）
③給食賄材料費：（幼稚園）295円×162回×280人、（保育園）
8,500円×134人×12か月＋5,500円×232人×12月、（認定こど
も園）8,500円（3歳未満）×25.5人×12か月＋5,500円（3歳以上）
×60人×12月
④給食事業（給食賄材料費）に交付金を充当

－ － － － R4.4 R5.4以降
公立幼稚園等の給食費減免件
数：731人

市ＨＰ等
事業の確定が3月末を
予定しており、支払い
が4月以降となるため

R4補正（地）

18 R4 単 ○
民間保育所
等給食食材
費補助金

通常交付金 ○

④-Ⅳ．コロナ禍にお
いて物価高騰等に直
面する生活困窮者等

への支援

○ － 12,042 12,042 12,042 

①コロナ禍において物価高騰の影響を受けている子育て世帯の
負担軽減を図るため、民間保育所等が提供する給食用食材費
に対し、補助金を交付する。
②補助金（給食費相当額）（教職員は除く）
③補助金：12,042千円（4,500円×223人×12月）
④民間保育所等：4施設

－ － － － R4.4 R5.4以降
民間保育所等への給食食材費補
助金交付：4施設

市ＨＰ等

事業の確定が3月末を
予定しており、補助金
の支払いが4月以降と
なるため

R4予備費（地）

19 R4 単 ○
私立幼稚園
給食費保護
者助成金

通常交付金 ○

④-Ⅳ．コロナ禍にお
いて物価高騰等に直
面する生活困窮者等

への支援

○ － 9,612 9,612 9,612 

①コロナ禍における物価高騰の影響を受けている子育て世帯の
負担軽減を図るため、私立幼稚園在園児の保護者が負担する
給食費に対し、助成金を交付する。
②補助金（給食費相当額）（教職員は除く）
③補助金：9,612千円（4,500円×178人×12か月）
④私立幼稚園：3施設

－ － － － R4.4 R5.4以降
私立幼稚園への給食費助成金交
付件数：3施設

市ＨＰ等

事業の確定が3月末を
予定しており、補助金
の支払いが4月以降と
なるため

R4予備費（地）

20 R4 単 ○
農業用生産
資材高騰緊
急対策事業

通常交付金 ○
④-Ⅰ．原油価格高

騰対策
○ － 71,830 41,700 41,700 30,130 

①コロナ禍における生産資材の高騰等の影響を受けた農業者
の、継続的な農産物等の生産を維持し、農業経営に及ぼす影響
を緩和するため、対象となる農業者に対し補助金を交付する。
②補助金交付に係る費用（補助金、報酬、職員手当等、共済
費、旅費、通信運搬費）
③補助金：70,825千円（（水稲）5千円/ha×3,413ha、（転作作物）
15千円/ha×804ha、（畑等）15千円/ha×320ha、（牛）10千円/
頭×2,550頭、（豚）3千円/頭×3,800頭）、報酬：617千円、職員
手当等：142千円、共済費：164千円、旅費（通勤手当）：33千円、
通信運搬費、49千円
④市内農業者
（その他の財源）福島県肥料高騰緊急対策事業補助金：30,130
千円

－ － － － R4.9 R5.4以降 補助金交付件数：300戸 市ＨＰ等

事業の確定が3月末を
予定しており、補助金
の支払いが4月以降と
なるため

R4補正（地）

21 R4 単 ○
消費喚起応
援事業（補
正予算分）

通常交付金 ○

④-Ⅳ．コロナ禍にお
いて物価高騰等に直
面する生活困窮者等

への支援

○ － 126,889 126,889 126,889 

①新型コロナウイルス感染症の影響により落ち込んだ市内経済
を回復させるため、市民の消費意欲の喚起に向けた事業を行う
実行委員会に対し、補助金を交付する。
②消費喚起応援事業実施に係る経費（商品券、賞品代、事業執
行に係る需用費、役務費、委託費、使用料及び賃借料等）
③補助金：126,889千円×1団体
④南相馬市消費喚起応援事業実行委員会

－ － － － R4.9 R5.4以降 補助金交付件数：1件 市ＨＰ等
換金作業に時間を要し
補助金の支払いが4月
以降となるため。

R4補正（地）

22 R4 単 ○
学校給食費
無償化事業
補助金

重点交付金 ○

④-Ⅳ．コロナ禍にお
いて物価高騰等に直
面する生活困窮者等

への支援

○

②エネルギー・
食料品価格等
の物価高騰に
伴う子育て世
帯支援

178,500 178,500 178,500 

①コロナ禍における物価高騰の影響を受けている子育て世代の
経済的負担を軽減するため、市立小中学校に在籍する児童生
徒の保護者に対し、学校給食費を補助する。
②補助金（学校給食費相当額）（教職員は除く）
③補助金：178,500千円
④小中学校児童生徒の保護者

－ － － － R4.4 R5.4以降
学校給食費無償化事業補助金交
付件数：3,160名（市内の小中学校
児童生徒の保護者数）

市ＨＰ等

事業の確定が3月末を
予定しており、補助金
の支払いが4月以降と
なるため

R4当初（地）

23 R3 補 －

二酸化炭素
排出抑制対
策事業費等
補助金

環境省 通常交付金 ○
③-Ⅲ-１．科学技術
立国の実現

○ － 9,526 2,382 2,382 7,144 

①「地域脱炭素ロードマップ」に基づき、2050年脱炭素社会の実
現に貢献するため、コロナ禍における地域課題を解決し、地域
の魅力と質を向上させる地方創生に貢献する取組として、2050
年までの脱炭素社会を見据えた再生可能エネルギー導入目標
を策定する。
②計画策定に係る費用（委託料）
③委託料：9,256千円
④市

－ － － － R4.6 R5.3
（仮称）南相馬市ゼロカーボン推
進計画の策定：1件

市ＨＰ等 R3補正（国）

24 R4 単 ○

交通・運輸
事業者緊急
支援金交付
事業（交通
事業者）

通常交付金 ○
④-Ⅰ．原油価格高

騰対策
○ － 2,075 2,075 2,075 

①コロナ禍における原油価格・物価高騰により厳しい経営環境
にある交通事業者への影響を緩和し、事業者の事業継続を支
援するため、車両の維持等に要する経費の一部を補助する。
②補助金
③補助金：2,075千円（バス：100千円×7台、タクシー：25千円×
55台）
④市内交通事業者

－ － － － R4.12 R5.4以降
補助金交付件数：（バス7台、タク
シー55台）

市ＨＰ等

事業の確定が3月末を
予定しており、補助金
の支払いが4月以降と
なるため

R4補正（地）

25 R4 単 ○

社会福祉施
設等物価高
騰対策支援
事業補助金
（障がい者
施設等）

通常交付金 ○
④-Ⅰ．原油価格高

騰対策
○ － 2,300 2,300 2,300 

①障がい福祉施設等の安定したサービスの提供を支援するた
め、コロナ禍における原油価格・物価高騰の影響による光熱費
や燃料費の値上がり分の一部を補助する。
②補助金
③補助金：2,300千円（入所系事業所：250千円×3施設、150千
円×1施設、通所系・訪問系事業所：50千円×28施設）
④市内障がい福祉施設

－ － － － R4.12 R5.4以降 補助金交付件数：32施設 市ＨＰ等

事業の確定が3月末を
予定しており、補助金
の支払いが4月以降と
なるため

R4補正（地）

26 R4 単 ○

社会福祉施
設等物価高
騰対策支援
事業補助金
（高齢者施
設等）

通常交付金 ○
④-Ⅰ．原油価格高

騰対策
○ － 8,950 8,950 8,950 

①高齢者施設の安定したサービスの提供を支援するため、コロ
ナ禍における原油価格・物価高騰の影響による光熱費や燃料
の値上がり分の一部を補助する。
②補助金
③補助金：8,950千円（入所系事業所：500千円×5施設、400千
円×2施設、250千円×2施設、150千円×13施設、通所系・訪問
系事業所：50千円×64施設）
④市内高齢者施設

－ － － － R4.12 R5.4以降 補助金交付件数：86施設 市ＨＰ等

事業の確定が3月末を
予定しており、補助金
の支払いが4月以降と
なるため

R4補正（地）

27 R4 単 ○

保育所等物
価高騰対策
支援事業補
助金

通常交付金 ○
④-Ⅰ．原油価格高

騰対策
○ － 4,500 4,500 4,500 

①コロナ禍における原油価格・物価高騰の影響を受けている民
間の保育所等を支援するため、光熱費等の値上がり分を補助す
る。
②補助金
③補助金：4,500千円（500千円×3施設、400千円×3施設、300
千円×6施設）
④市内の民間の認可保育所、認定こども園、小規模保育所及び
認可外保育施設

－ － － － R4.12 R5.4以降 補助金交付件数：12施設 市ＨＰ等

事業の確定が3月末を
予定しており、補助金
の支払いが4月以降と
なるため

R4補正（地）

28 R4 単 ○

私立幼稚園
物価高騰対
策支援事業
補助金

通常交付金 ○
④-Ⅰ．原油価格高

騰対策
○ － 1,500 1,500 1,500 

①コロナ禍における原油価格・物価高騰の影響を受けている私
立幼稚園を支援するため、光熱費等の値上がり分を補助する。
②補助金
③補助金：1,500千円（500千円×3施設）
④市内の私立幼稚園

－ － － － R4.12 R5.4以降 補助金交付件数：3施設 市ＨＰ等

事業の確定が3月末を
予定しており、補助金
の支払いが4月以降と
なるため

R4補正（地）

29 R4 単 ○

交通・運輸
事業者緊急
支援金交付
事業（運輸
事業者等）

通常交付金 ○
④-Ⅰ．原油価格高

騰対策
○ － 20,225 20,225 20,225 

①コロナ禍における原油価格・物価高騰により厳しい経営環境
にある交通・運輸事業者への影響を緩和し、事業者の事業継続
を支援するため、車両の維持等に要する経費の一部を補助す
る。
②補助金
③補助金：20,225千円（貸切バス：50千円×60台、トラック：10千
円×1,700台、自動車運転代行随伴車両7.5千円×30台）
④市内交通・運輸事業者

－ － － － R4.12 R5.4以降
補助金交付件数：（貸切バス60
台、トラック1,700台、自動車運転
代行随伴車両30台）

市ＨＰ等

事業の確定が3月末を
予定しており、補助金
の支払いが4月以降と
なるため

R4補正（地）
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経済対策との関係
交付対象経

費

国のR3予算
分（交付限
度額①、
②、③、
④）

国のR4予算
分（交付限
度額⑤）

国のR4予算
分（交付限
度額⑥）

国のR4予算
分（交付限
度額⑦）

国庫補助額

その他
（一般財源
や補助対象
外経費等）

成果目標（可能な限り定量的指
標を設定）

地域住民への周知方法（HP,広報
紙など）

参考資料

備考①
（地方単独事業に関
連している国庫補助
事業がある場合、そ
の国庫補助事業名と
所管省庁名）

個人を対象
とした給付
金等

事業
終期

事業
始期

予算区分

備考②
（事業の終期が令和
５年３月を超えるこ
とが見込まれる場
合、その事情）

基金
特定事業者
等支援

事業の概要(①②③④を必ずそれぞれの項目毎に明記)
①目的・効果
②交付金を充当する経費内容
③積算根拠（対象数、単価等）
④事業の対象（交付対象者、対象施設等）

Ｎｏ

国
の
予
算
年
度

対象外経
費に臨時
交付金を
充当して
いない

交付金の区
分

種類

補
助
・
単
独

所
管

交付対象事
業の名称

コロナ禍
において
原油価
格・物価
高騰等に
直面する
生活者や
事業者に
対する支
援

コロナ感染
症への対応
として必要
な事業

Ｂ
協力要請推
進枠又は検
査促進枠の
地方負担分
に充当

⑨を選択した場合、より効果がある
と考える理由

総事業費

Ｃ Ｄ

30 R4 単 ○
医療施設等
物価高騰対
策補助金

通常交付金 ○
④-Ⅰ．原油価格高

騰対策
○ － 14,375 14,375 14,375 

①コロナ禍における原油価格や物価の高騰による医療機関や
薬局等への影響を緩和するため、補助金を交付する。
②補助金
③補助金：14,375千円（病院：250千円×5施設＋5千円×781施
設、診療所（有床）250千円×5施設＋5千円×64施設、診療所
（無床）：100千円×27施設、歯科診療所：100千円×25施設、薬
局：50千円×32施設、按摩施設等：850千円（25千円×34施設）
④市内医療機関や薬局等

－ － － － R4.12 R5.4以降 補助金交付件数：128施設 市ＨＰ等

事業の確定が3月末を
予定しており、補助金
の支払いが4月以降と
なるため

R4補正（地）

31 R3 単 －

自治体デジ
タル・トラン
スフォーメー
ション（ＤＸ）
推進事業

通常交付金 ○
③-Ⅲ-１．科学技術
立国の実現

○ － 33,000 33,000 33,000 

①コロナ禍における行政サービスの市民の利便性を向上させる
とともに、デジタル技術やＡＩ等を活用による業務効率化を図るた
め、デジタル・トランスフォーメーション（ＤＸ）を推進する。
②委託料、謝礼
③委託料：32,000千円×1式、謝礼：100千円×10回
④市

－ － － － R4.6 R5.3
業務量調査に基づく業務改善施
策の検討及び提案：2件

市ＨＰ等 R4補正（地）

32 R4 補 ○
妊娠出産子
育て支援交
付金

厚生労働省 重点交付金 ○

④-Ⅳ．コロナ禍にお
いて物価高騰等に直
面する生活困窮者等

への支援

○

②エネルギー・
食料品価格等
の物価高騰に
伴う子育て世
帯支援

30,047 5,010 5,010 20,030 5,007 

①コロナ禍における物価高騰の影響を受けている妊娠・子育て
家庭が安心して出産・子育てができる環境を整備するため、妊
娠届出や出生届出を行った妊婦等に対し、出産・子育て応援給
付金を支給する。
②補助金、通信運搬費
③補助金：30,000千円（100千円（出産応援給付金、子育て応援
給付金）×300人）、通信運搬費：47千円（84円×550人）
④妊娠届出や出生届出を行った妊婦等
（その他の財源）妊娠出産子育て支援交付金：（国）20,030千円、
（県）5,007千円

－ － － － R5.2 R5.4以降 支給件数：300件 市ＨＰ等

事業の確定が3月末を
予定しており、補助金
の支払いが4月以降と
なるため

R4補正（国）


